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株主の皆様へ 営業概況

皆様には日頃から温かいご支援をいただき、厚く御礼申し

上げます。

当社は１９９２年設立以来前期（２０００年１月１日から１２月

３１日）まで順調に業績を伸ばしてまいりましたが、今年に入

り、すでにご存知のごとくハイテク分野を中心とした米国経

済の急速な減速がわが国及びアジア、欧州へも連鎖的に

影響を及ぼし、世界的な株安に歯止めがかからない様相を

呈しております。そうした中で、IT産業の世界同時停滞感

が業界に浸透し始めました。そのため、今期（２００１年１月

１日から１２月３１日）に入り情報・通信機器分野を中心に

予想外の需要減の影響を受け、残念ながら中間期（２００１

年１月１日から６月３０日）及び通期見通しも当初見込みを

踏み外し、業績の下方修正をせざるを

えない状況になっております。米国経

済の回復時期が一番の関心事です

が，現時点では大手IT関連企業の業

績回復が遅れており、年末または来年

第1四半期頃まで業績不振が続くとい

うのが業界の一般的な見方となってお

ります。

このような情勢の中での業界の動向と

して、事業の選択と集中がより加速化

し、自前で行う垂直統合的経営形態

から水平分業化への移行即ちアウトソーシングの必要性が

益々強まっております。そのため当社が積極的に取組んで

おりますEMS事業（電子機器受託製造サービス）の拡大の

機会が増えてきており、当社には車載関連、民生・産業機

器をはじめとして多くの分野の顧客から引合いが入ってき

ております。新規プロジェクトを推進するため当社のEMS工

場群の拡充を中国、タイ、スロバキア等で進めており、年内

には体制がより強化される予定です。これにより顧客により

幅広い選択肢を提供し、1つの指示で同じ物が市場に近い

所からグローバル規模で供給できる基盤の拡充と同時に、

特に日系メーカーから要求されるキメの細かい対応を推進

していく方針です。分野別では、比較的IT不況の波を回

避できる領域にも注力し、幅広い分野での事業展開でセグ

メントの集中化によって起こるリスクを回避する事を目指し

ております。当社の成長過程の中で今期は1つの踊り場と

して捉えており、来期からは再び成長軌道に戻したいと存

じております。

株主の皆様におかれましては、当社が時代の変革に応じた

活動を行っているとの認識を深めていただき、今後とも一層

のご支援とご鞭撻を賜りますよう切にお願い申し上げます。

世界経済のけん引役であった米国経済は前年下半期から表面化

しだしたIT関連分野を中心とした減速が当上半期からより顕著にな

り、それが連鎖的に欧州に景気減速とインフレ懸念、アジアにIT不況

という形で深刻な影響を及ぼしております。わが国の経済も世界同

時減速の中で景気の停滞感が強まり、輸出低迷による生産大幅減、

設備投資の抑制、金融緩和の手詰まり感、消費不振、構造改革によ

る低成長予測等で不透明感が増幅されております。世界経済の一

層の減速懸念を払拭する鍵は米景気の回復の時期次第ですが、

好転するのは今年末から来年にかけてが一般的な見方となってき

ております。

当社を取り巻く業界も携帯電話市場の急速な落ち込み、パソコン及

びその周辺機器の生産調整等に伴う電子部品の過剰在庫、半導体

の需給ギャップの増大等IT関連機器、部材の生産低迷の影響が広

がっており、関係する業界の今期の業績は下方修正を余儀なくされ

ております。

このような情勢のなかで、当社は車載関連、民生及び産業機器等幅

広い分野での新規プロジェクトの構築とEMS事業強化のための工場

群の拡充等の推進を図ってまいりました。しかしながら携帯電話の世

界的な生産調整の影響が当初の予想以上のものになり、通信機器

関連の売上の大幅な減少、コンピュータ周辺機器などの情報機器関

連の成長鈍化による需要の低迷とAV機器新規プロジェクトの取消し

及び立上げ遅延による売上見込み違いが発生し、業績の下方修正

を発表せざるを得ない状況になりました。

この結果、当中間連結会計年度の売上高は３９,２９８百万円となり、

前中間期（平成１２年１月１日～６月３０日）に比べ１,５６７百万円の減

少（△３.８%）となりました。利益面では携帯電話用基板実装に使用

される部材の在庫評価減損失（４４６百万円）の一括計上及び退

職給付債務積立不足の当中間期の償却（２０７百万円）により、経

常利益は５８１百万円となり、前中間期に比べ２３６百万円の減少

（△２８.９%）、当期損益は△１３２百万円となり、前中間期に比べ

５７０百万円の減少となりました。

なお、当期の中間配当金につきましては１株につき６円と据え置きにさ

せていただきます。

部門別の業績は次の通りであります。

■電子部門

当社グループのコアになる部門で、通信機器、情報機器、AV機器、

民生・産業機器、車載関連、一般電子部品・デバイス等に関る完成

品、組立品、基板実装、部品単体・キット等の領域を幅広くカバーして

おります。携帯電話市場の予想を越える急激な落ち込みによる生産

調整、AV機器及びその部品の需要減、一般部品の減少等により当

中間期の売上高は３２,８５６百万円となりました。

■機械部門

オートバイ用部材、自動車用ワイヤーハーネス部材、空調機器、設備

機械等を取扱っておりますこの部門は、オートバイの小排気量モデル

用の部材の価格対応のため供給を従来の日本からインドネシア及び

タイ工場に切り替えたため、売上減となりました。そのため当中間期の

売上高は５,５６２百万円となりました。

■その他部門

フロンガス、印刷インキ、化成品、家具等を取扱っておりますこの部門

は、当中間期の売上高は８７９百万円となりました。

平成１３年８月

取締役社長　村井史郎
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※２０００年６月期連結の数値は
参考であり、監査法人の監査
を受けておりません。
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●DVD

２００１年の全世界出荷量は25百万台と推定され、そ

のうち１０％が中国の国内需要と見込まれております。

この中国市場に焦点を当てDVDメカ組立品の供給

を検討中です。

●LCD Driver IC

当社半導体設計開発子会社イスロンでの第１次試

作、承認作業が終わり、当社LCD製造合弁工場との

協同作業で当下期及び来期以降に向けてLCD

Moduleとして出荷できる体制が整いました。

●車載関連機器基板実装

メーター基板、コントロール回路基板、カーオーディオ

回路基板等の積極的に対応しています。

●情報通信機器

FAX Machine、Micro HDD等のプロジェクトへも

参入。

●協力先

日本の半導体商社、情報通信機器メーカー、アジアの

EMS企業との協同作業を検討中です。

●Takaya SIIX EMS（Shanghai）Co.,Ltd.の新工場完成

（２００１年6月)

資本金３５０百万円で当社４０%、タカヤ㈱６０%の合弁工

場。情報機器、民生機器等の基板実装を上海地域へ進

出している、または計画している日系メーカーに供給して

いきます。

●中国東莞に約１０,０００㎡、SMT 3ライン自社工場設

立準備

従業員３８０名、CSP/BGA設備導入予定。２００１年

１０月頃に完成予定。

●スロバキアで合弁工場（Sluzba SIIX Electro-nics）

設立合意

資本金3百万ユーロで当社６０%、現地企業４０%出

資。年内に稼動予定。主に事務機器完成品、車載

関連機器基板実装を手掛ける予定です。

※前記4社以外に自社及び合弁で海外に6工場を

有し、計１０工場で市場のニーズへの対応体制を

構築して参ります。コアになる工場は出来るだけ

１００％自社工場とし、生産管理面でも人材を派遣

して顧客満足度を高めて参ります。

トピックス ２００１年中間期

●SIIX EMS（Thailand）Co., Ltd.の新工場着手（２００１年

9月完工予定）

１０,０００㎡でSMT１４ラインの設備。ISO9002取得済で

QS9000は申請中。０.６５mmピッチ、0603対応の高密度基

板実装が可能で小型カメラモジュール、RFモジュール、

TCXO等の生産開始。他に日系大手メーカー向けに車載

関連基板実装にも注力。従業員１,２００名の自社工場。

EMS事業強化に伴う海外工場群の体制の拡充 主なプロジェクトの進捗状況

▲SIIX EMS（Thailand）Co., Ltd.の新工場完成予想図

▲Takaya SIIX EMS（Shanghai）Co.,Ltd.の新工場

010901中間事業報告書pdf  01.9.10 1:27 PM  ページ 3



科　　目
当中間期 前中間期（参考） 前　期
( ) ( ) ( )

百万円 百万円 百万円

連結剰余金期首残高 ５,３７３ ３,９５７ ３,９５７

連結剰余金増加額 ― １８９ １９１

連結剰余金減少額 ５７ ６０ ９８

当期損益 △１３２ ４３７ １,３２３

連結剰余金期末残高 ５,１８３ ４,５２４ ５,３７３

6

株主の皆様へ

営 業 概 況

トピックス

中間連結財務諸表
中間比較連結貸借対照表

中間比較連結損益計算書

中間比較連結剰余金計算書

中間連結キャッシュ・フロー計算書

中間単独財務諸表
中間比較貸借対照表
中間比較損益計算書

株式の状況

会 社 概 要

5

中間連結財務諸表

中間比較連結貸借対照表 中間比較連結損益計算書 中間連結キャッシュ・フロー計算書

科　　目
当中間期末 前中間期末（参考） 前期末
（H１３年６月３０日現在） （H１２年６月３０日現在）（H１２年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
資産の部

流動資産 ２３,２６６ ２３,５６７ ２６,３６７

現金及び預金 ３,２５５ ２,９０６ ３,５４９

受取手形及び売掛金 １２,５６４ １５,０５７ １６,３５０

たな卸資産 ６,１２７ ４,３３１ ５,５５２

繰延税金資産 ４５９ ６４ １３２

その他流動資産 １,２８９ １,４４３ １,１８７

貸倒引当金 △４３０ △２３５ △４０５

固定資産 ６,２４８ ４,４７４ ５,４２０

有形固定資産 ３,３３２ ２,２９９ ２,８１１

無形固定資産 １４１ ８ １５３

投資有価証券 １,９４０ １,３７４ １,４４２

繰延税金資産 １３６ ２０６ ―

その他投資 ９２７ ８９９ １,２２５

貸倒引当金 △２３０ △３１３ △２１３

為替換算調整勘定 ― ９１４ ５８３

資産合計 ２９,５１４ ２８,９５６ ３２,３７１

科　　目
当中間期末 前中間期末（参考） 前期末
（H１３年６月３０日現在） （H１２年６月３０日現在）（H１２年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
負債の部

流動負債 １９,２０３ １９,５５９ ２２,１６５

支払手形及び買掛金 ８,７８３ １０,８３８ １１,６１３

短期借入金 ８,２７３ ７,０６１ ９,０００

繰延税金負債 ７２ ６８ ―

その他流動負債 ２,０７３ １,５９１ １,５５１

固定負債 １,４１４ ３４４ ７４３

長期借入金 ６０６ ５８ ４２

繰延税金負債 ２ ４１ ２０

その他固定負債 ８０５ ２４４ ６８０

負債合計 ２０,６１７ １９,９０３ ２２,９０９

少数株主持分 ９２ ５３１ ９１

資本の部
資本金 ２,１４４ ２,１４４ ２,１４４

資本準備金 １,８５３ １,８５３ １,８５３

連結剰余金 ５,１８３ ４,５２４ ５,３７３

その他有価証券評価差額金 △２７ ― ―

為替換算調整勘定 △３４７ ― ―

資本合計 ８,８０４ ８,５２１ ９,３７０

負債・少数株主持分・資本合計 ２９,５１４ ２８,９５６ ３２,３７１

科　　目
当中間期 前中間期（参考） 前　期
( ) ( ) ( )

百万円 百万円 百万円

売上高 ３９,２９８ ４０,８６６ １０３,５８１

売上原価 ３６,７２９ ３８,３３０ ９７,０１６

売上総利益 ２,５６９ ２,５３５ ６,５６４

販売費及び一般管理費 ２,３２２ １,８２１ ４,１９２

営業利益 ２４７ ７１３ ２,３７２

営業外収益 ５０２ ２９９ ５４１

営業外費用 １６７ １９４ ５４７

経常利益 ５８１ ８１８ ２,３６６

特別利益 ４８ ― ―

特別損失 ７１３ ４６ １０５

税金等調整前当期損益 △８３ ７７１ ２,２６０

法人税、住民税及び事業税 ４８７ ３２７ ８４６

法人税等調整額 △４４０ △１ ４５

少数株主利益 ２ ８ ４５

当期損益 △１３２ ４３７ １,３２３

科　　　　目
当中間期 前　期
( ) ( )

百万円 百万円
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期損益 △ ８３ ２,２６０
減価償却費 ２７５ ３６５
貸倒引当金の増加額 １８ １１１
受取利息及び受取配当金 △ １１０ △ １７５
支払利息 １５２ ２７６
持分法による投資利益 △ １９ △ ２２
売上債権の増減額 １２,７４７ △ ４,３０２
たな卸資産の増減額 △ ８９６ △ ２,５１７
仕入債務の増減額 △１１,９６５ ３,６０８
在庫損失 ４４６ ―
退職給付移行時差異償却 ２０７ ―
その他 ２３９ ４７７
小　計 １,０１１ ８３
利息及び配当金の受取額 １１０ １８３
利息の支払額 △ １３０ △ ２５２
法人税等の支払額 △ ４２８ △ ４６２
営業活動によるキャッシュ・フロー ５６３ △ ４４８

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ ２９７ △ ２０９
有価証券の売却による収入 ４０１ ４０２
有形固定資産の取得による支出 △ ５９８ △ ７５７
有形固定資産の売却による収入 ３ ８０
無形固定資産の取得による支出 △ １０ △ ９２
投資有価証券の取得による支出 △ ３１８ △ ９４０
投資有価証券の売却等による収入 ２７２ ３６
貸付による支出 △ ８６１ △ １７９
貸付金の回収による収入 ８９２ ７７
その他 △ ２８ ２８
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ５４２ △ １,５５５

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 △ ８０９ ３,４１４
長期借入による収入 ５２１ ６６
長期借入金の返済による支出 △ ６４ △ ２８１
配当金の支払額 △ ３７ △ ８８
少数株主への配当金の支払額 △ ９ △ １０
少数株主からの払込 ― １５
その他 △ ８ ―
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４０７ ３,１１６

現金及び現金同等物に係る換算差額 ９０ ６
現金及び現金同等物の増加額 △ ２９５ １,１１８
現金及び現金同等物の期首残高 ３,５２１ ２,４０２
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の影響額 ― ０
現金及び現金同等物の期末残高 ３,２２５ ３,５２１

中間比較連結剰余金計算書

H１３年１月１日～
H１３年６月３０日

H１２年１月１日～
H１２年６月３０日

H１２年１月１日～
H１２年１２月３１日

H１３年１月１日～
H１３年６月３０日

H１２年１月１日～
H１２年６月３０日

H１２年１月１日～
H１２年１２月３１日

H１３年１月１日～
H１３年６月３０日

H１２年１月１日～
H１２年１２月３１日

◆中間比較連結剰余金計算書注記

１. 剰余金増加額の内訳は次の通りであります。 当中間期 前中間期（参考） 前　　期　

①連結会社増加による増加高 …………………… ―― ……… ―― ………０百万円

②持分法適用除外による増加高 ………………… ――………２５百万円………２５百万円

③過年度税効果調整額…………………………… ―― ……１６３百万円 ……１６５百万円

２. 剰余金減少額の内訳は次の通りであります。

①配当金 …………………………………………３７百万円………５０百万円………８８百万円

②取締役賞与金 …………………………………２０百万円………１０百万円………１０百万円

＊当中間期の特別損失の内訳は次の通りであります。

①退職給付移行時差異償却 ………………２０７百万円

②関係会社株式評価損………………………５９百万円

③在庫損失 …………………………………４４６百万円

＊
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中間単独財務諸表

中間比較貸借対照表 中間比較損益計算書

科　　目
当中間期末 前中間期末 前期末
（H１３年６月３０日現在） （H１２年６月３０日現在）（H１２年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
資産の部
流動資産 １０,１２８ １３,３８５ １２,２５１

現金・預金 １,３７９ １,１３９ １,０９５

受取手形 ２９４ ４２９ ４１４

売掛金 ６,３０４ ９,２７９ ８,９３０

有価証券 ― ４４７ ９９

商品 １,１０２ １,３９７ ９８１

前渡金 １７ ４２ ６

未収金 ６７０ ５６２ ５８０

短期貸付金 １３０ ３３ ６７

繰延税金資産 ２０４ ２７ １０５

その他流動資産 ５８ ７５ ２３

貸倒引当金 △３５ △５０ △５３

固定資産 ４,４０９ ３,２４７ ３,９６９

有形固定資産 ５１ ６１ ５５

建物 ２６ ３０ ２７

工具器具備品 ２１ ２７ ２４

土地 ３ ３ ３

無形固定資産 ５ ５ ７

ソフトウェア １ ５ ３

電話加入権 ３ ０ ３

投資等 ４,３５３ ３,１８１ ３,９０６

投資有価証券 １,２０６ １,１１１ １,２０２

子会社株式 １,３５５ ９９９ １,３５５

出資金 ４５２ １０１ ３６０

子会社出資金 ２２３ ２２３ ２２３

差入保証金 １５４ １５７ １５８

長期貸付金 ６０２ ３６５ ３８５

繰延税金資産 ２９４ １７３ １７５

その他投資等 １３９ １１３ １０８

貸倒引当金 △７６ △６３ △６４

資産合計 １４,５３８ １６,６３２ １６,２２０

科　　目
当中間期末 前中間期末 前期末
（H１３年６月３０日現在） （H１２年６月３０日現在）（H１２年１２月３１日現在）

百万円 百万円 百万円
負債の部
流動負債 ７,５１２ １０,６８５ １０,１４６

買掛金 ４,６１７ ７,０９４ ５,９０２

短期借入金 ２,１３８ ２,４００ ３,３３０

一年内返済長期借入金 ― ６００ ５００

未払法人税等 １６９ ７７ ５３

未払金 ８０ ２０ ２８

未払費用 ３８９ ３９９ ２５４

前受金 １４ ２０ ５

預り金 １０ ２２ ２０

賞与引当金 ５６ ５１ ５３

その他流動負債 ３７ ― ―

固定負債 １,０５１ ２２９ ２４６

長期借入金 ６００ ― ―

長期未払金 ― ６ ３

退職給与引当金 ― ２２２ ２４２

退職給付引当金 ２７６ ― ―

役員退職慰労引当金 １４０ ― ―

その他固定負債 ３３ ― ―

負債合計 ８,５６３ １０,９１４ １０,３９３

資本の部

資本金 ２,１４４ ２,１４４ ２,１４４

法定準備金 １,８８３ １,８７３ １,８７７

資本準備金 １,８５３ １,８５３ １,８５３

利益準備金 ３０ ２０ ２４

剰余金 １,９７５ １,７００ １,８０５

別途積立金 １,５００ １,２００ １,２００

中間（当期）未処分利益 ４７５ ５００ ６０５

（うち中間（当期）利益） （２３３） （１６７） （３１４）

その他有価証券評価差額金 △２７ ― ―

資本合計 ５,９７４ ５,７１８ ５,８２７

負債及び資本合計 １４,５３８ １６,６３２ １６,２２０

科　　　　　目
当中間期 前中間期 前　期
( ) ( ) ( )

百万円 百万円 百万円
経常損益の部
営業損益の部

営業収益

売上高 ２０,２５４ ２４,２６０ ５９,８６８

営業費用 ２０,５５２ ２４,２００ ５９,５７１

売上原価 １９,６３８ ２３,３３７ ５７,８２３

販売費及び一般管理費 ９１４ ８６２ １,７４７

営業利益 △２９８ ５９ ２９７

営業外損益の部

営業外収益 ８７０ ３５２ ４９３

受取利息及び配当金 ８３２ ３３８ ４５８

為替差益 １８ ― ―

雑収入 １９ １３ ３４

営業外費用 ２９ １３４ ３４０

支払利息及び割引料 ２７ ９ ８０

有価証券評価損 ― ６１ １７３

為替差損 ― ― １６

株式上場費用 ― ― ２８

雑損失 ２ ６２ ４０

経常利益 ５４２ ２７７ ４４９

特別損益の部
特別利益 ２５ ― ―

関係会社株式売却益 ２５ ― ―

特別損失 ２９９ ― ―

退職給付移行時差異償却 ２０７ ― ―

関係会社株式評価損 ５９ ― ―

在庫損失 ３２ ― ―

税引前中間（当期）利益 ２６８ ２７７ ４４９

法人税、住民税及び事業税 ２３３ １０９ ２１６

法人税等調整額 △１９８ ― △８０

中間（当期）利益 ２３３ １６７ ３１４

前期繰越利益 ２４１ １３２ １３２

過年度税効果調整額 ― ２００ ２００

中間配当額 ― ― △３７

中間配当に伴う利益準備金積立額 ― ― △３

中間（当期）未処分利益 ４７５ ５００ ６０５

H１３年１月１日～
H１３年６月３０日

H１２年１月１日～
H１２年６月３０日

H１２年１月１日～
H１２年１２月３１日
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株式の状況 会社概要

■役員および監査役（２００１年６月３０日現在）
取　締　役　社　長 村井 史郎
取　　締　　役 武内 繁憲 第１・第２・第３・海外生産資材グループ担当
取　　締　　役 橋詰 研作 総務部・IR室担当、経理部長、業務部長
取　　締　　役 村瀬 漢章 企画開発部長
取　　締　　役 嶋井 節夫 システム管理室長
取　　締　　役 大庭 勝躬 第４・第５・第６グループ担当
取　　締　　役 宮田 光雄 産業機器グループ・新事業開発グループ担当
常　勤　監　査　役 中塚 久夫
監　　査　　役 田中 武夫 サカタインクス株式会社　常勤監査役
監　　査　　役 池本 雅勇 サカタインクス株式会社　代表取締役副社長

監査役のうち、田中武夫氏、池本雅勇氏は、商法特例第１８条第１項に定める社外監査役です。

■株式の状況（２００１年６月３０日現在）

会社が発行する株式の総数 ………………………２０,０００,０００株

発行済株式の総数 …………………………………６,３００,０００株

当期末株主数 ……………………………………………１,５４５名

■大株主（２００１年６月３０日現在）

■株価・出来高推移（１９９９年９月～２００１年７月）

■会社概要（２００１年６月３０日現在）
商　　号 シークス株式会社
設　　立 １９９２年７月１日
資 本 金 ２,１４４百万円
従業員数 １３２名
本　　社 大阪市中央区南本町１-８-１４
東京事務所 東京都千代田区神田須田町２-７-３
U R L http://www.siix.co.jp

事業所

●SIIX U.S.A. Corp. San Jose Branch : Calif., U.S.A.
●SIIX do Brasil Ltda. : Brasil
●PT SIIX Indonesia : Indonesia
●SIIX Corp. Seoul Liaison Office : Korea
●SIIX H.K. Ltd., Shenzhen Liaison Office : China
●SIIX Singapore Pte. Ltd. Chennai Liaison Office : India

■子会社・事業所一覧（２００１年６月３０日現在）

子会社 主 な 事 業 内 容

●SIIX Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電子部品等の輸出入販売
●SIIX H.K. Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売
●SIIX TWN Co., Ltd : Taiwan 電子部品等の輸出入販売
●SIIX Logistics Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売
●SIIX Logistics Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電 子 部 品 等 の 物 流
●SIIX Electronics Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電子部品等の輸出入販売
●SIIX Bangkok Co., Ltd. : Thailand 電子部品等の輸出入販売
●SIIX (Shanghai) Co., Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売・物流
●SIIX Europe GmbH : Germany 電子部品等の輸出入販売
●SIIX U.S.A. Corp. : Illinois, U.S.A. 電子部品等の輸出入販売
●SIIX Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売
●PT SIIX Electronics Indonesia : Indonesia 電子回路実装および機器・部品の組立・加工
●SIIX EMS(Thailand) Co., Ltd. : Thailand 電子回路実装および機器・部品の組立・加工
●Nansha Sakata Ink Corp. : China 印刷インキの製造販売
●イスロン株式会社 : Japan 半 導 体 の 設 計 ・ 開 発

株主名 持株数 持株比率
株 ％

サカタインクス株式会社 ２,９００,０００ ４６.０

村井史郎 ４５０,０００ ７.１

株式会社三井住友銀行 ２００,０００ ３.２

中央三井信託銀行株式会社 １３３,４００ ２.１

シークス社員持株会 １２６,２００ ２.０

株式会社あさひ銀行 １１０,０００ １.８

株式会社東京三菱銀行 ９０,０００ １.４

日本トラスティ・サービス信託株式会社 ６９,５００ １.１

バンクオブバミューダガンジーリミテッド
アトランティスジャパングロースファンド

６９,５００ １.１

松下電器産業株式会社 ５０,０００ ０.８

■所有者別所有株数 ■所有者別株主数
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2000年 2001年 

株価（円） 出来高（百株） 

外国法人 3.54%

国内法人 
48.80%

国内法人 2.59%

金融機関 2.01%

金融機関 12.67%

個人・その他 
94.88%

個人・その他 
34.99%

外国法人 0.52%

２０００年５月
取引株単位を１,０００株
から１００株に引下げ

２０００年１１月
東京証券取引所市場
第二部に上場

※当社の当該大株主への出資はありません。
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株主メモ
決 　 算 　 期 毎年１２月３１日

定時株主総会 毎年３月中

基 　 準 　 日 1）定時株主総会・利益配当金 １２月３１日
2）中間配当金 ６月３０日
その他、必要のある場合には、取締役会の決議によ
り、あらかじめ公告をして、基準日を定めます。

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒１８３-８７０１
東京都府中市日鋼町１番１０
住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　東京（０４２）３５１-２２１１

大阪（０６）６８３３-４７００

同 取 次 所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

公告掲載新聞 日本経済新聞

１単位の株式の数 １００株

上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第二部
大阪証券取引所市場第二部

この冊子は再生紙を使用し、印刷インキにはアメリカ
大豆協会認定の大豆油インキを使用しています。

本社●〒５４１-００５４大阪市中央区南本町１-８-１４
電話●０６-６２６６-６４００ FAX●０６-６２６６-６４２８ URL●http://www.siix.co.jp 証券コード●7613シークス株式会社
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